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平成２９年度事業計画書  

 

Ⅰ 基本方針 

１ 経済社会の動向と建築・住宅を取り巻く環境 

内閣府発表の２月の月例経済報告によると、わが国の景気は一部に改善の遅れもみられ 

るが、緩やかな回復基調が続いている、先行きは緩やかな回復に向かうことが期待されて

いるが、海外経済の不確実性等に留意する必要がある。また、住宅建設はこのところ弱含

んでおり、先行きも当面弱含みで推移すると見込まれている。 

「２０１６（平成２８）年１０～１２月期四半期別ＧＤＰ速報（２次速報値）」（平成２ 

９年３月８日内閣府発表）において、１０～１２月期の実質ＧＤＰ（季節調整済）は年率

プラス１．２％と４四半期連続の増加、うち民間住宅はプラス０．１％と４四半期連続の

増加となったが、４～６月期プラス３．３％から伸び率は大きく減少している。 

平成２８年の住宅着工戸数は、消費税 10%引上げ時期が平成２９年４月予定から２年半 

延期され、平成３１年１０月になることが決定されたことから、消費税率変更による需要

の変動はあまり見られず、持家は約２９万２千戸（昨年比＋３．１％）、貸家は約４１万９

千戸（＋１０．５％）、全体で約９６万７千戸（＋６．４％）となった。プレハブ住宅は持

家約４万６千戸（＋０．９％）、貸家約９万 6千戸（＋５．０％）、全体約１４万９千戸（＋

３．５％）であった。このうち貸家は、相続税基礎控除額の引上げ、低金利の状況からま

だ好調が継続しているが、今後も需給動向を注意深く見て行く必要がある。また、持家は

前回の消費税率引上げの反動減のあった一昨年及び昨年の低水準を多少上回った程度で必

ずしも好調な水準であるとはいえない。 

現状市中金利は低水準であるものの世界経済によっては変動し、若年者の将来への不安 

から住宅投資を含む消費が低迷する可能性がある。また、消費税率の再引上げが平成３１

年１０月に延長されたものの、住宅取得の負担増の課題は残っており、国民の安定的かつ

円滑な住宅取得を実現するため、引き続き負担軽減措置の実現を各方面に働きかける必要

がある。 

昨年６月、政府では「ニッポン一億総活躍プラン」を決定し、「希望出生率 1.8」、「介護

離職ゼロ」、「名目 GDP600 兆円」に向かって各種の政策を打ち出し、その中では、AI、IoT

などによる第 4次産業革命、環境・エネルギー投資の拡大、観光、地方創生、国土強靭化、

働き方改革などが進められている。 

また、同年3月には今後10年間を計画期間とする新しい住生活基本計画が閣議決定され、

少子高齢化・人口減少、空家の増加等を背景に目標として、若年世帯・子育て世帯、高齢

者が安心して暮らせる住生活の実現、建替え・リフォームによる質の高い住宅への更新、

流通の促進、空家の活用除却の推進、住生活産業の成長、住宅地の魅力の維持向上等が掲

げられている。当協会の会員はこれらの政策の先導的な推進役として期待されている。特

に、現在、膨大に存在している耐震性の低い住宅、無断熱の住宅、バリアフリー化がされ

ていない不良な住宅ストックを性能・品質の優良な住宅ストックに建替えあるいは改善し、

長期優良住宅やＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）などの良質な住宅供給を積
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極的に行うとともに、IoT やロボットなど新技術の導入も進めていくほか、良質な既存住

宅の流通促進を図る必要がある。 

一方、建設業界全体では、東日本大震災からの復興事業や２０２０年東京オリンピック・

パラリンピックに向けた民間の建設需要が旺盛な状況にある。 

また、昨年は、4 月に熊本県を中心に震度 7 の地震、８月には東北・北海道地方に台風

10 号による豪雨災害が発生するなど多くの自然災害があった。当協会では、熊本地震に対

して発災後直ちに応急仮設住宅現地建設本部を設置し、被災された方々の応急仮設住宅を

一刻も早く完成されるべく努力を傾注した結果、11 月上旬までに 3,605 戸の応急仮設住宅

が完成し、また、河川の氾濫で人的・物的被害の大きかった岩手県岩泉町において応急仮

設住宅 171 戸の建設を行い、12 月中に完成した。今後、南海トラフ巨大地震、首都直下地

震をはじめ、各地で自然災害の予想がなされる中、万が一大規模災害が発生した場合に備

え、応急仮設住宅の建設や住宅の復旧・復興等に迅速に取り組める体制を整備しておく必

要がある。 

 

２ 平成２９年度事業の実施方針 

このような状況の下、プレハブ建築の研究開発及び建設・普及を通じて、良質な社会資

本の形成と豊かな生活環境の創造を推進するという当協会の設立目的のもとで、国の施策

等を踏まえつつ、平成２９年度においても協会事業の積極的な推進を図る。特に、工業化

住宅・建築の特徴である優れた品質・性能の住宅供給とこれによる社会貢献を対外的に一

層アピールするとともに、会員のストックビジネスの拡大に留意した活動を行う。 

事業の推進に当たっては、会員が負担する会費や認定料、手数料等が主たる財源となっ

ていることに鑑み、支出の効率化・合理化に引き続き努めるものとする。 

事業は、プレハブ建築協会「行動憲章」及び「行動ビジョン」に基づき、次の観点から

その展開を図る。 

 

（１）安全安心への配慮 

本格的な少子高齢社会の到来を踏まえ、生活の原点である安全安心の確保のために、

建築・住宅における安全性、耐久性、快適性等の品質・性能の向上を図るとともに、

大規模な災害等に対しても安全性を確保した生活基盤づくりを目指す。 

平成２９年度は、安全安心な住宅の供給を推進するとともに、随時発生する災害に

対し迅速かつ適切な対応を図るほか、これまでの東日本大震災や熊本地震での経験等

を踏まえ、今後起こりうる大規模災害に備え、応急仮設住宅の建設、住宅の復旧・復

興等に迅速に取り組む体制の整備の検討を行う。 

（２）良質な社会ストックの形成 

プレハブ建築技術の進展を通じて、良質な建築・住宅の提供と豊かな街並みの形成

を図るとともに、既存建築物の質の向上を進めることにより、長期に亘って活用され

る良質な社会ストックの形成に寄与し、豊かな社会の実現を目指す。 

平成２９年度は、長期優良住宅やＺＥＨの普及促進やＰＲ、既存住宅インスペクシ

ョン、住宅リフォームに係る取組み等住宅・不動産市場の活性化に引き続き取り組む。 
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（３）新たなニーズに対応した市場の創造 

豊かなコミュニティの形成や住まい手の価値観の変化による新たなニーズに対応し

たサービスの提供など、時代の要請に応える市場の創造を図る。 

平成２９年度は、昨年度策定した「住生活向上推進プラン２０２０」を推進するた

めの各種具体的実施策を講ずるほか、建設技能者や資機材の不足に対応できるＰＣ建

築の需要拡大、アフターサービスのレベルアップによる顧客満足度（ＣＳ）の更なる

向上等に引き続き取り組む。 

（４）地球環境への配慮 

美しい地球環境を保全するために、地球温暖化防止、省エネルギー及び環境共生に

対する配慮を通じて、持続型社会の実現を目指す。 

平成２９年度は、昨年度に改定した環境行動計画「エコアクション２０２０」に基

づき住宅や街づくりにおける環境対策を推進する。また、規格建築物のリユース・リ

サイクルに係る取組み等を推進する。 

（５）国際貢献 

技術交流の促進や災害時の復旧協力などを通じて、国際的な協調社会の実現を目指 

す。 

平成２９年度は、海外におけるＰＣ工法の普及に向けた技術支援への協力や関係機 

関との情報交換等を推進するともに、住宅部会で会員が展開している海外活動の情報 

共有を図る。 

（６）人材の育成 

プレハブ建築技術・技能の継承と向上を図るとともに、時代の要請に応じた新たな 

ニーズに対応できる人材を育成するため、教育、指導及び啓発活動を推進する。 

平成２９年度は、ＰＣ部材製造管理技術者資格認定事業を新たに開始し、プレハブ 

住宅コーディネーター資格認定事業の推進に取り組むとともに、既存住宅インスペク 

ション技術者講習事業について宅地建物取引業法の改正内容を踏まえ、対応方策を決 

定する。 

 

また、協会事業や会員企業の取組みが成果を上げるための環境整備として、関係諸機関

に対する必要な提言・要望活動を積極的に展開する。 

  

Ⅱ具体的な活動計画 

 

１ 企画運営委員会 

（１）消費税率10％への引き上げ時期が平成３１年１０月であることを踏まえ（一社）住

宅生産団体連合会と連携して、消費税の恒久的負担軽減を含めた住宅税制の見直しに

ついて検討を進める。 

（２）住宅・建築・土地に係る制度や施策に関する会員の要望を的確に取り纏めるととも 

に、税制、補助・融資制度等について市場の動向や国民の声を踏まえ検討し、国土交 

通省、経済産業省、住宅金融支援機構等関係機関に対し積極的に提言・要望を行う。 
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（３）協会の円滑な運営を図るため、協会事業の実施状況及び会員の入退会の状況等の確 

認を行い理事会に付議する重要事項の審議を行う。 

 

２ ＰＣ建築部会 

（１）ＰＣ部材品質認定事業、ＰＣ構造審査事業、ＰＣ工法施工管理技術者資格認定事業 

    の３事業を継続して行い、ＰＣ部材製造管理技術者資格認定事業を新たに開始する。 

（２）ＰＣ工場の製造管理技術者資格認定のために第１回の講習・試験を実施する。 

（３） 東日本大震災並びに熊本地震に対する復興支援について積極的に参加するために、 

    復興推進特別委員会を中心として、部会としての有効な提案・支援をするよう努める。 

（４）ＰＣ工法溶接資格認定委員会の廃止に伴い、ＰＣ工法溶接管理技術者及びＰＣ工法

溶接技能者の既資格者の認定証の書換え手続き等を行う。 

（５）部会でまとめた研究成果（プレストレスト建築の魅力、ＰＣ工法による耐震改修の 

  提案、ストック住宅のリニューアル技術等）について関係事業主体に対し、需要開発 

  に向けた活動を引き続き行う。  

（６）一般社団法人日本建築学会を始め、関係事業主体が主催する委員会及びＷＧに技術 

  者を派遣し、ＰＣ構造に関する基準・指針の作成作業、建築基準法・建築士法等の改 

  正に関連し現状の課題について提案・支援を行う。 

（７）耐震診断業務及び耐震改修工法の提案等について関連協会等との連携を強化し技術 

  の向上を図る。 

（８）海外におけるＰＣ工法の普及に向けた技術支援に協力し、友好的交流を図る。 

（９）広報活動として、部会活動をより明確にするために、ホームページおよび部会誌 

 「ENGINEERING INFORMATION」の内容を更に見直す。また、幅広く情報を収集し、委員会 

  活動を支援する。さらに協会の活動及びＰＣ工法の普及に向けた資料整理を行い、関連 

団体への広報活動を行う。 

 

３ 住宅部会 

新たに策定した「住生活向上推進プラン２０２０」に従って、各事業を行う。 

（１） 安全・安心の更なる確保と先導的技術・性能向上への取り組みとして、法改正や住 

宅政策等に対する国への提言や要望活動、先導的技術の開発、住宅性能表示制度や省

エネに関する制度の普及促進を行う。併せて、「災害対応マニュアル（住宅部会版）」

の作成に取り組む。 

（２） 良質な住宅ストックの更なる普及促進策として、新築住宅の質の向上に係る長期優 

良住宅及びＺＥＨなどの普及を促進すると共に、「新・信頼される住まいづくりアンケ 

ート」結果の活用による入居者満足度の向上を図る。また、住宅ストックの質の向上 

と流通促進のために、メンテナンスプログラムに基づく点検レベルの向上と必要な改 

修工事の実施及び性能向上（耐震・耐久・省エネ・バリアフリー）リフォームを推進 

する諸活動を行う。 

（３） 「長期優良住宅化リフォーム推進事業」に係る既存住宅インスペクション技術者に 

ついて、改正宅地建物取引業法における既存住宅状況調査技術者の内容を踏まえ、対 
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応方策を決定する。 

（４） 社会や時代の要請に対応した新たな取り組みや新技術開拓に関する会員各社の取 

組み事例をホームページに公表し、報道関係者への情報提供を行うこと等によりプレ

ハブ住宅の優位性を訴求する。また、IoT 等に関する体制を整備し、今後の方向性を

検討する。 

（５） 住宅・街づくりにおける環境配慮を通じて住生活の向上に貢献すべく、「エコアク 

ション２０２０」の５つの柱を推進すると共に、エコアクション２０２０の年度実績 

報告などステークホルダー向けの定期情報発信や環境に係る意識向上の啓発活動を推 

進する。 

（６） 国際的な住宅・住環境向上に貢献するため、会員各社の海外での取り組み事例を共 

有するとともに、英語版ホームページ作成に向けて検討する。 

（７） 人材の育成と情報発信の充実を図るため、「プレハブ建築品質向上講習会」や「住 

宅産業ＣＳ大会」へ積極的に協力すると共に、「住宅部会ゼミナール」、「すまい・まち 

づくりシンポジウム」及び「環境シンポジウム」を開催する。 

（８） 東日本大震災の応急仮設住宅の維持保全や解体等について、岩手県、宮城県及び 

福島県並びに他団体の建設事業者と連携して迅速に対応できる体制を維持する。 

 

４ 規格建築部会 

（１）応急仮設住宅に関する資材・器材の供給能力調査や組立ハウス・ユニットハウスに 

関する市場調査を引き続き実施する。また、活動をＰＲするため部会ホームページの 

改訂を行う。 

（２）応急仮設住宅の建設の迅速化、効率化の充実化を図るため、各都道府県別仕様の検 

討をするとともに、「応急仮設住宅建設・管理マニュアル」の改訂作業を進める。 

（３）応急仮設住宅の標準仕様の見直しの検討をするとともに、車椅子対応の検討を進め 

る。 

（４）応急仮設住宅の建設に関し会員会社による机上訓練を実施するとともに、地方公共 

団体が主催する防災訓練や机上訓練等に参加する。また、「平成２９年度応急仮設住宅 

建設関連資料集」を発行するとともに、応急仮設住宅建設協定を締結している地方公 

共団体を順次訪問し意見交換を行う。 

（５）既設の応急仮設住宅の一年点検など維持管理を行う。 

（６） 環境行動計画を推進するとともに、リユース鉄骨部材運用責任者講習会を開催する。 

（７）リースについて契約形態や法適用の在り方等を検討する。 

 

５ 広報委員会   

（１）会誌「ＪＰＡ」について、内容の選択と充実を図りつつ年４回発行するとともに、

協会ホームページについて、各部会・委員会の活動状況報告のトップページへの速や

かな掲載を促進し、アクセス数の情報解析についても更に充実させて、ホームページ

を活用した情報発信の広報活動を継続して推進する。 

（２）新規会員に関する情報を、昨年度に引き続き会誌「ＪＰＡ」及びホームページに掲
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載して会員等への周知を図る。 

（３）協会活動のＰＲを有効に行うため、各部会・委員会と連携し広報活動を推進する。 

（４）E-mail 等を活用してＪＰＡニュース及び国土交通省をはじめとする行政情報を随時 

  配信し、会員への情報提供を行う。 

（５）プレハブ住宅完工戸数の昨年度実績に係る調査を行い、「プレハブ住宅完工戸数実績

調査及び生産能力調査報告書」を発行し、会員等へ配布する。 

（６）「プレハブ建築協会のご案内（英語入り版）」について、内容の見直しを図った上で

改訂版を作成し会員等へ配布するとともに、ホームページの英語コンテンツについて

も充実を図る。 

 

６ 教育委員会 

（１）プレハブ住宅コーディネーター資格認定事業について、新規認定講習会及び認定審 

査、更新講習会及び認定審査、並びに２回目以降更新申請の認定審査を引き続き実施 

するとともに、プレハブ住宅コーディネーター教育テキストの１３版を作成発行する。

同講習会受講者のモチベーション向上のため、新たに講習会成績優秀者を公表する。

また、現行の Web 管理システムの全面改定の検討を行う。 

（２）プレハブ住宅業界における住宅そのものの質や営業・設計・建設・アフターサービ 

ス担当者等の資質向上を目指し、その基礎資料作成のため「信頼される住まいづくり」 

アンケート調査について、引き続き実施する。 

（３） 会員社員の資質向上により顧客満足度の向上を図るための取組みとして、住宅産業 

ＣＳ大会を開催する。 

（４）プレハブ建築品質向上講習会について、東京と地方の２会場で開催する。講習会カ 

リキュラムの見直しにより、更なる講習会内容の充実を図る。 

 

７ 瑕疵担保保険推進委員会 

（１） 「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に基づく団体保険取次受託 

業務を引き続き実施し、団体保険利用による会員及び会員関係会社の利便向上を図る。 

（２）瑕疵担保保険情報の収集及び発信等を通じて団体保険参加事業者数の拡大を図ると  

ともに、提携保険法人との連携強化により団体保険取次受託業務の効率的運用を推進 

する。 

（３）団体検査員登録の新規及び更新講習会による団体検査員の指導育成に努めるととも 

に、団体検査員に対する定期監査を実施し自主検査業務の安定的運用を図る。 

（４）協会の住宅瑕疵担保責任保険ホームページによる瑕疵担保保険情報の適時提供によ 

り、団体保険参加事業者の瑕疵担保保険契約申込み業務の円滑化を図る。 

（５）保険業務部の事務処理体制の整備を図るため、関西支部による保険取次業務の一部 

実施を継続する。 

 

８ 一級建築士事務所 

（１）ＰＣ建築に関する設計・積算、技術調査等に関する地方公共団体等関係事業主体か 
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らの業務委託に的確に対応する。 

（２）東日本大震災並びに熊本地震に対するＰＣ工法による復興住宅の設計及び工事監理 

を推進する。 

（３）ＨＰＣ（Ｈ形鋼プレキャストコンクリート）造等の既存住宅に係る耐震診断業務や 

耐震改修設計業務を実施するとともに、学識経験者等による耐震診断調査委員会にて、 

診断方針、診断結果等に対する審査を引き続き行う。 

（４）一級建築士事務所のＰＲ用パンフレットを関係事業主体等に配布する等により、Ｐ 

Ｃ建築の需要の拡大に努める。 

（５）新規の設計や特殊な建物について、協会会員を対象とした見学会を開催すること等 

により、会員のＰＣ建築技術の向上に努める。 

 

９ 支部 

（１）北海道、中部、関西及び九州の各支部において、地域の建築・住宅関連団体や関係 

行政機関の理解と協力を得ながら、環境に優しい点などプレハブ建築・住宅の特性や 

優位性を各方面にアピールし、その普及に努める。 

（２）災害発生後等におけるプレハブ技術の重要性、プレハブ技術の発展・継承や健全な 

市場の形成という観点に立って、公共事業発注主体への要望活動を引き続き実施する 

とともに、地方公共団体が行う建築・住宅関連の取組み、イベント、研修会等に積極 

的に参加・協力する。 

 

１０ その他 

（１）平成２９年５月に理事会及び総会、平成３０年３月に理事会を開催するほか、平成 

３０年１月には、関係行政機関、関係団体等を招いての新年賀詞交歓会を開催する。 

（２）住生活月間（１０月）に積極的に協力するとともに、引き続き関係団体との密接な 

連絡・連携を図る。 

 


